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政策評価調書（政策評価体系図）

所管名： 内閣府（組織）消費者庁

政策評価
調書番号

上位レベル　　（注１，２） 上位レベル

中位レベル　　（注１，２） 中位レベル

下位レベル　　（注１，２） 下位レベル

1．消費者政策 1．消費者政策

1.消費者政策の推進 1.消費者政策の推進 ①

(1)消費者の利益の擁護及び増進のための政策の調
整

(1)消費者の利益の擁護及び増進のための政策の調
整

(2)消費者の利益の擁護及び増進のための政策の企
画・立案・推進

(2)消費者の利益の擁護及び増進のための政策の企
画・立案・推進

(3)個人情報保護に関する施策の推進 (3)個人情報保護に関する施策の推進

(4)一元的な消費者情報の集約、分析 (4)一元的な消費者情報の集約、分析

(5)地方消費者行政、消費者教育の推進 (5)地方消費者行政、消費者教育の推進

(6)消費者の安全確保のための施策の推進 (6)消費者の安全確保のための施策の推進

(7)消費者取引、物価対策の推進 (7)消費者取引、物価対策の推進

(8)消費者表示対策の推進 (8)消費者表示対策の推進

22年度概算要求における政策評価体系図
【基本（実施）計画（○年○月策定（予定））】（注４）

21年度成立予算における政策評価体系図
【基本（実施）計画（○年○月策定）】（注３）

(8)消費者表示対策の推進 (8)消費者表示対策の推進

(9)食品表示対策の推進 (9)食品表示対策の推進

注）１． 政策評価において使用している政策レベルの名称を記載すること
２．

 ３．

４．

５．

６． 政策ごとの予算がないものについては、政策評価調書番号欄に「-」を記載する。

予算書における項･事項と一致する政策レベル以外でも評価を実施している場合は、個別票を別途作成することとし、政策
評価調書番号は記載例２のとおり付番すること。

予算書における項・事項と一致する政策レベルは必ず記載すること。
21年度成立予算における政策評価体系図については、21年度成立予算に沿って実施する政策の評価に係る体系図を記
載すること。また、体系が記載されている根拠となるもの（21年度成立予算に対応する政策評価基本計画、実施計画等）及
びその策定年月を記載すること。

22年度概算要求における政策評価体系図については、概算要求に沿って22年度において実施することが予定されている
政策を記載すること。また、体系が記載されている根拠となるもの（政策評価基本計画、実施計画等、予定を含む）及びそ
の策定年月を記載すること。なお、22年度の新規の政策及び前年度政策評価体系図における政策の名称から変更がある
ものについては、下線を付すこと。
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政策評価調書（政策評価体系と概算要求書の対応表）

所管：内閣府 会計： 一般会計 組織又は勘定： 消費者庁

政策評価 政策評価

調書番号 の対象 （項） （事項） (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

× 消費者庁共通費

独立行政法人評価委員会国民生活センター分科会に必要な経費（主要経費　95）

　

① ● 消費者政策費

消費者政策に必要な経費（主要経費　95） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

① ◆ 独立行政法人国民生活センター運営費

独立行政法人国民生活センター運営費交付金に必要な経費 ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

注）「政策評価の対象（●◆×）」欄については、以下の整理により記載すること。

策 象 も

概算要求書

消費者庁一般行政に必要な経費（主要経費　95）

1

　　●については政策評価の対象となっているもの　　　　
　　◆については政策評価の対象となっていないが、ある政策に属すると整理できるもの
　　×については政策評価の対象となっておらず、政策との対応関係を明らかにできないもの（◆以外）
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番号

0

0

0

0

0

0

0

流用等増△減額（千円）
0

歳出予算現額（千円）

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）
0

0

＜0＞

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

1,813,841

＜0＞

22年度要求額

1,813,841

＜0＞

0

＜0＞

0

【政策ごとの予算額等】

0

＜0＞

5,111,525
（ 当 初 ）

消費者政策の推進

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

19年度 21年度

＜0＞

①評価方式

＜0＞

＜0＞ ＜0＞

0

評価結果の予算要求等
への反映状況

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

0

0

＜0＞

20年度

＜0＞

0

0

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 消費者庁

Ｂ 1 一般 消費者庁

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理、棚卸し調書との照合】

消費者政策に必要な経費

項

消費者政策費

政策評価結果等
による見直し額

政策名

独立行政法人国民生活センター運営費交付金に必要な経
費

小計

独立行政法人国民生活センター運営
費

合計

消費者政策の推進 ①

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

21年度
当初予算額

1,813,841

小計

事項

小計

1,813,841

の内数

1,813,841

の内数

22年度
要求額

1,909,779

1,909,779

3,201,746

の内数

0

の内数

3,201,746

の内数

の内数

5,111,525
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ①

21年度
当初
予算額

22年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 消費者政策の推進

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）
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単位 基準値 目標値

（年度） 〇年度 〇年度 〇年度 （年度）

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日 記載事項（抜粋）施政方針演説等

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

（総合的評価）

【評価結果の概要】
　消費者庁は、平成21年度設置のため、政策評価については未実施のため記載せず。

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）

(反映の方向性）

（効率性）

指標名

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成　　年　　月
担当部局名：消費者庁総務課
担当者（連絡先）：四元

①番号政策名

（有効性）

消費者政策の推進

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値達成目標


